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■個人番号カードの受取は？
　申請を行うと、交付通知書（はがき）がご自宅に届きます。通知された期限内に、次の必要な持ち物を
本人が持参し役場窓口までお越しください。
　※やむを得ず本人が受け取れない場合はご相談ください。

■マイナンバー制度のスケジュールは？

■マイナンバーに関する問い合わせは?

□交付通知書（はがき）　
□通知カード
□本人確認書類
　　住民基本台帳カード・運転免許証・パスポート・身体障害者手帳などのうち１点、
　　もしくは、氏名・生年月日、氏名・住所が記載され市町村長が適当と認める２点
□住民基本台帳カード（お持ちの方のみ）

平成２７年１２月まで

マイナンバーが
通知

１２桁のマイナン
バーが皆さんに通
知されました。

平成２８年１月

マイナンバーの
利用開始

税・社会保障の手
続きで利用が開始
されます。申請した
方の個人カードの交
付も始まります。

平成２９年１月

ポータルサイト
運用開始

自分の情報をいつ、
誰が、なぜ提供し
たのかが確認でき
ます。

平成２９年７月

情報連携開始

連携されることで
事務が確実かつス
ムーズになり手続
きの負担が軽減さ
れます。

■問い合わせ先　住民税務課　☎３４５－５１１１

マイナンバー制度に便乗した不正な勧誘および
個人情報の取得にご注意ください。

マイナンバー総合フリーダイヤル
０１２０－９５－０１７８（無料）

平　日　午前９時３０分～午後１０時　　
土日祝　午前９時３０分～午後５時３０分
（年末年始１２月２９日～１月３日を除く）

【必要な持ち物】
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■マイナンバーとは？
　住民票のあるすべての方が１人１つ持つ重複のない１２桁の番号がマイナンバー（個人番号）です。
　個人が特定されないように、住所地や生年月日などと関係のない番号が割り当てられています。
　また、法人にも１法人に１つの法人番号（１３桁）が指定されています。

※マイナンバーは国や地方公共団体などにおいて、社会保障・税・災害対策分野で活用されます。
　→社会保障・税・災害対策の分野の手続きで、申告書等への記載が必要となります。
　→事業主は従業員のマイナンバーの提示を受けて、税や社会保険の手続きを行います。
　→税や社会保険の手続きにおいて、証券会社、保険会社など金融機関からの提出を求められる場合があ
　　ります。
　このほか、社会保障、地方税、災害対策に関する事務やこれらに類する事務で地方公共団体が条例で定
める事務にマイナンバーを利用することが認められています。

■いつ、どんな時に使うの？
　１月以降、マイナンバーは、次のような場合に必要となります。

皆さんのお手元に届きましたか？皆さんのお手元に届きましたか？
「マイナンバー」「マイナンバー」

皆さんのお手元に届きましたか？
「マイナンバー」

・雇用保険の資格取得や確認、給付
・ハローワークの事務
・医療保険の給付の請求
・福祉分野の給付、生活保護など

■どのように使うの？
　マイナンバーの提示：１月以降、職場や行政手続きなどの際に、マイナンバーの提示が求められます。
　　　　　　　　　　　通知カードは「マイナンバー」を証明する書類として利用できます。
　注意　通知カードは「本人確認の際の身分証明書」としては利用できません。

■個人番号カードの申込方法は？
　１枚で「本人確認」と「マイナンバー」の両方を証明できるのが「個人番号カード」です。
　個人番号カードは、無料（紛失等による再交付は有料）で作成できますので希望される方は、次の方法
で申請してください。
①郵便による申請

個人番号カード交付申請書に署名又は記名・
押印し、顔写真を貼り付けます。

交付申請書の内容に間違いがないか確認し、
送付用封筒に入れて、郵便ポストに投函し
ます。

②パソコンから申請

デジタルカメラで顔写真を撮影し、パソコ
ンに保存します。

交付申請用のＷＥＢサイトにアクセスしま
す。画面にしたがって必要事項を入力の上、
顔写真を添付して送信します。

③スマートフォンから申請

スマートフォンのカメラで顔写真を撮影し
ます。

交付申請用のＱＲコードを読み込み申請用
ＷＥＢサイトにアクセスします。画面にし
たがって必要事項を入力の上、顔写真を添
付して送信します。

社会保障関係の手続き 税務関係の手続き 災害対策

・税務署に提出する確定申告書、届
　出書、法定調書などに記載
・都道府県・市町村に提出する申告
　書、給与支払報告書などに記載など

・防災・災害対策に関する事務
・被災者生活再建支援金の給付
・被災者台帳の作成事務
　　　　　　　　　　　　など


